



























































































































































































再犯防止総合対策が決定され 10、平成 26年 12月には、犯罪対策閣僚会議において「宣言：犯罪に戻らない・戻さない」が
















8 和田雅樹「検察における再犯防止・社会復帰支援のための取組」法律時報 89巻 4号（2017年）19頁以下、稲川龍也「検察における再
犯防止・社会復帰支援の取組」罪と罰 53巻 4号（2016年）5頁以下、古宮久枝「再犯防止等の刑事政策の目的に向けた検察の取組」法
律のひろば 66巻 11号（2013年）42頁以下を参照。












































































































































































































































































47 ハワード・ゼア〔西村春夫ほか監訳〕『修復的司法とは何か　応報から関係修復へ』（2003年、新泉社）184頁（Howard Zehr, Changing 















































































50 ゼア・前掲注 47）邦訳書 199-200頁。
































John O. Haley, Victim-Offender Mediation: Lessons from the Japanese Experience, Mediation Quarterly, 12, No.3 (special issue, spring 1995), 
pp. 233-248. その後の日本の検察実務の実証的研究として、例えば、David T. Johnson, The Japanese Way of Justice : Prosecuting Crime in 
Japan (2002, Oxford University Press),（邦訳：デイビッド・T・ジョンソン『アメリカ人の見た日本の検察制度―日米の比較考察』（訳：
大久保光也）（2004年、シュプリンガー・フェアラーク東京））がある。本書では検察実務の自白偏重の問題点も指摘されている。



















































































ば、Andrew Ashworth and Lucia Zender, Preventive Justice (2014, Oxford University Press)を参照。
論　文 63
言は傾聴に値する。もっとも、どのような犯罪類型において実施するのが適切かについては慎重な考慮を要する。本稿で
は、一定の児童虐待事案のみを対象に検討を加えたが、他の犯罪類型についても、一つずつそれぞれ犯罪現象の実態と対
応の現実に即した検討を加える必要があるだろう 62。
62 社会的便益の最大化を志向する公共政策の観点からも、データの収集・分析と適切な民主的ガバナンスに基づき多様な手法のベスト
ミックスを追求する重要性を指摘するものとして、本号所収の稲谷龍彦「試論：公共政策としての刑事司法の可能性」を参照。
本研究は、国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事業（社会技術研究開発）「安全な暮らしをつくる新しい公／私空間
の構築」研究開発領域による研究成果の一部である。
